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「革新的エネルギー・環境戦略」策定に向けた中間的な整理 

 

平成 23 年 7 月 29 日 

エネルギー・環境会議決定 

 
はじめに 

～福島原子力発電所の事故の反省を踏まえてエネルギー・環境戦略を再構築する 

 

政府は平成 23 年５月 17 日、「政策推進指針～日本の再生に向けて～」（以下、政策推

進指針という。）を閣議決定し、新成長戦略実現会議において、革新的エネルギー・環

境戦略を定めることを決定した。政策推進指針では、電力制約の克服、安全対策の強化

に加え、エネルギーシステムの歪（ゆが）み・脆（ぜい）弱性を是正し、安全・安定供

給・効率・環境の要請に応える短期・中期・長期からなる革新的エネルギー・環境戦略

を検討することとした。 

 

これを受けて、同年６月７日、新成長戦略実現会議を開催し、エネルギー問題に関す

る集中討議を行った。新成長戦略実現会議では、 

１）我が国は、現在、東日本大震災、その中でも東京電力株式会社福島原子力発電所（以

下、「福島原子力発電所」という。）の事故といったかつてない事態 

に直面しており、原子力発電への依存度を 2030 年には５割とするとした現行の 

エネルギー基本計画を白紙で見直すべき状況にあること、 

２）我が国は、今までも、水力から石炭、石炭から石油、石油から原子力へ、と大きく 

  エネルギーのベストミックスを変化させ、世界各国も、それぞれの状況に応じた 

エネルギー戦略を構築しており、経済成長と国民生活の安定を図るためのエネルギ

ーの選択は、常に、また、どの国でも重要課題であること、 

３）我が国は、今一度、前提であると信じてきたことも含めて白紙からエネルギー・環

境戦略を見直し、新たな合意形成を急がねばならないこと、 

が改めて再確認された。この上で、新成長戦略実現会議は、国家戦略担当大臣を議長と

するエネルギー・環境会議を設け、省庁横断的に、かつ、聖域なくエネルギー・環境戦

略を練り直すこととした。 

 

エネルギー・環境会議は、同年６月 22 日に第１回会合を開催し、当面の検討方針を明

らかにした。震災、福島原子力発電所の事故及び原子力発電所の定期検査後の再起動の

問題を受けて、かつてなくひっ迫する見通しのエネルギー需給を前にして、当面のエネ

ルギー需給安定策の策定を急ぐと同時に、新たな技術体系からなる革新的エネルギー・

環境戦略策定に向けた論点整理を取りまとめ、ともに年央までに明らかにすることとした。 
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エネルギー・環境会議は、福島原子力発電所の事故への深い反省に立ち、日本の再生

と東日本復興の基礎となる革新的エネルギー・環境戦略の策定を具体化するため、以下

のとおり論点を整理した。なお、本論点整理における短期の優先課題に関しては、別途

定める当面のエネルギー需給安定策により対応を具体化し、先行的に実施する。 
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１．東日本大震災で明らかになったエネルギーに関する４つの課題 

 

今般の東日本大震災と、その中でも福島原子力発電所の事故は、内外に大きな影響を

与えている。日本国内では、原子力のあり方も含めエネルギー問題への国民の関心が大

きく高まった。原子力の安全性への疑問、原子力発電の抜本的な安全対策への要請、原

子力依存のエネルギー構造の是非を巡る議論が高まる一方で、エネルギー多消費構造へ

の反省と節電に向けた取組が進んでいる。計画停電や電力使用制限といった事態は、電

力不足とエネルギーコストの上昇が経済や国民生活に大きな影響を与えかねないとの

懸念を強めている。一部の主要国で原子力を含めたエネルギー政策の見直しが進むなど、

国際的に大きな関心を呼んでいる。この中で浮き彫りになった課題を４点挙げる。 

 

（１）白紙からの戦略の構築 

 

エネルギーは経済社会のインフラであるが、我が国のエネルギー構造はリスクに

対して脆弱であり、特に福島県やその周辺県の住民の生活はもとより、日本経済や

国民生活、世界各国に大きな不安を与えている。安全で安定、安価で環境にも優し

いエネルギー構造の再構築は急を要する。 

このためには、震災前に策定されたエネルギー基本計画を白紙で見直さなければ

ならない。再生可能エネルギーや省エネルギー、化石燃料のクリーン化等のいわゆ

るグリーン・イノベーション関連の戦略については、強化し、前倒すべく見直さな

ければならない。 

 

（２）聖域なき検証 

 

戦略再構築の過程では、現行の計画や戦略が所与の前提としてきた、原子力の安

全性、大規模集中で地域独占を旨とした電力システムの有効性、コスト安とされて

きた原子力発電単価等の徹底的な検証を行わなければならない。 

 

（３）多様な主体の創意工夫と競争が促されるエネルギー市場の構築 

 

安全で安定しており、環境にも優しいエネルギー構造を築くためには、省エネ

ルギーを進め、再生可能エネルギー導入を促し、化石燃料をクリーン化し、原子

力の安全性を徹底して高める必要がある。いずれも新たな投資が必要であり、リ

ターンが得られなければコストがかさむ。 
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電力会社や大手企業のみならず、需要家一人一人がエネルギーの生産と消費の

合理化に参加し、多様な主体の創意と工夫が広がり、現場での改善、技術の革新、

コスト競争が促される新しいエネルギー市場を構築しなければならない。 

 

（４）複眼的な戦略の構築 

 

事態に応じて複眼的な戦略を展開する必要がある。需給が逼迫する当面は、エ

ネルギー構造改革を先行的に実施するためにも、ピーク時の電力供給の確保と電

力コストの徹底した抑制を重視し、主に省エネルギー構造への転換を旨とした対

策を講じる。 

同時に、中長期的には、省エネルギー、再生可能エネルギー、化石燃料のクリ

ーン化などを軸としたグリーン・イノベーションを飛躍的に加速し、新しい技術

パラダイムに基づく革新的なエネルギーシステムの構築を目指さなければならない。 
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２．戦略の視座 

 

エネルギーは経済と国民生活のインフラであり、経済的で安定していることが求め

られる。特に我が国の場合、エネルギー自給率は低く、供給途絶のリスクが高い。こ

のため、エネルギー戦略を構築する上での最優先の課題は、常に、エネルギーセキュ

リティの確保であった。特に 1973 年の第一次石油危機以降、より供給が安定的な資

源の確保に傾注し、電源構成を多様化すると同時に、省エネルギーを進め資源の対外

依存の低下に取り組んできた。 

 

1990 年代以降は、地球温暖化問題を背景に、これに環境への適合という新たな目標

が加わった。エネルギー戦略は、経済効率性の追求、エネルギーセキュリティの確保、

環境への適合という３つの要請に応えることが求められるようになった。 

 

今般の東日本大震災と福島原子力発電所の事故は、この３つの要請に加えて、安

全・安心の確保の重要性を再認識させた。経済性とエネルギーセキュリティの確保と

いうかねてからの要請に加え、環境への適合を図り、かつ、安全なエネルギー構造を

築くことが、革新的エネルギー・環境戦略の目標となる。1 

 

「効率性」を確保しながら、「安全」で「環境」に優しく、「エネルギーセキュリテ

ィ」も確保できるエネルギー構造を築くことは容易なことではない。このことは、我

が国のみならず、世界各国の共通の課題である。2 

 

どのエネルギー源が経済性に優れ、安全保障上の観点から秀でているのか。化石燃

料への依存度低減は、我が国にとって普遍的な重要課題である中で、原発への依存度

を低減しながら、エネルギーセキュリティや環境への適合をいかに確保するのか。将

来の技術革新の可能性を加味すれば、この経済性や安全保障上の評価がどう変わるの

か。あるいは国の意思として、これをどう変えていくのか。経済性や安全性のコスト

の壁を打ち破る鍵はエネルギーイノベーションにある。国際的な位置づけを踏まえて、

このエネルギーイノベーションのどの分野に日本は傾注すべきなのか。地球温暖化問

題にどのように取り組むべきなのか。 

 

 

 

                                                  
1 参考資料①：我が国のこれまでのエネルギー戦略を参照。（p.26） 
2 参考資料②：エネルギー政策の各国比較を参照。（p.27） 
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こうした諸点に関する検討を経て、我が国は、新たな技術体系に裏打ちされたエ

ネルギーベストミックスとエネルギーシステムを目指さなければならない。このた

めには国民的な議論も必要となる。 

 

そこでまず、革新的エネルギー・環境戦略を今後具体化するに当たり、共有すべ

き理念を提示する。目指すべきエネルギーベストミックス、目指すべきエネルギー

システム、国民合意の形成の３つからなる。 
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３．戦略の基本理念 

 

（１）基本理念１：新たなベストミックス実現に向けた３原則 

 

原則１：原発への依存度低減のシナリオを描く。 

 

原子力発電に電力供給の過半を依存するとしてきた現行のエネルギーミ

ックスをゼロベースで見直す。3 

すなわち、原子力発電については、より安全性を高めて活用しながら、依

存度を下げていく。 

同時に、再生可能エネルギーの比率を高め、省エネルギーによるエネルギ

ー需要構造を抜本的に改革し、化石燃料のクリーン化、効率化を進めるなど、

エネルギーフロンティアを開拓する。4 

 

原則２：エネルギーの不足や価格高騰等を回避するため、明確かつ戦略的な工程を

策定する。 

 

政策の予見可能性を高め、経済活動・国民生活への影響を最小限にするた

め、安全で安定的、効率的かつ環境にも優しいエネルギー構造を再構築する

工程を検討し、明確にする。 

エネルギー不足やエネルギー価格の高騰により、経済活動と国民生活に支 

障が生じないよう常に最善の対応を図る。その際、国際的なエネルギー戦略

の動き、エネルギー資源を巡る動向、主要国のエネルギー政策の展開などに

も注視しながら、工程を策定する。 

 

原則３：原子力政策の徹底検証を行い、新たな姿を追求する。 

 

原発への依存度低減のシナリオを具体化するに当たり、原子力政策の総合

的な検証を行う。 

どの程度の時間をかけてどこまで依存度を下げていくのか、新世代の原子

力技術開発をどう扱うのか、バックエンド問題や核燃料サイクル政策をどう

するのか、世界最高水準の安全性の実現や現存する原子力発電所の安全確保

を担う技術や人材の確保・育成をどう図るのか、国際機関や諸外国との協調・

協力強化をどのように強化していくのかといった点も含めて、明らかにする。5 

 

                                                  
3 参考資料③－１：現行のエネルギー基本計画、③－２：発電電力量と電源構成の推移を参照。（p.28,29） 
4 参考資料④：再生可能電力の導入実績と目標を参照。（p.30） 
5 参考資料⑤：各国の原子力政策を参照。（p.31） 
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（２）基本理念２：新たなエネルギーシステム実現に向けた３原則 

 

原則１：分散型のエネルギーシステムの実現を目指す。 

 

新たな技術体系に基づく革新的なエネルギーシステムを目指す。現在の集

権型エネルギーシステム（地域独占の電力会社による大規模電源が電力供給

の大宗を担うシステム）の改良ではなく、分散型の新たなエネルギーシステ

ムを目指す。 

分散型エネルギーシステムへの転換が、エネルギー・環境技術への民間投

資を喚起し、新しいビジネスモデルを構築する。経済成長の源となる。エネ

ルギーシステムの分散型への転換を、日本の経済社会構造そのものを地域分

散型に変革する基盤とし、我が国国土・環境の保全や地域社会の維持・発展

につなげる。 

 

原則２：課題解決先進国としての国際的な貢献を目指す。 

 

技術と政策に裏打ちされた解決手法を実現し、課題解決先進国として世界

に貢献する。 

内外の知見を我が国に結集し、世界に先んじて新たなエネルギーシステム

の構築を実現する。6 

 

原則３：分散型エネルギーシステムの実現に向け、複眼的アプローチで臨む。 

 

当面のエネルギー需給安定対策を具体化すると同時に、未来を志向した新

たなエネルギーシステム実現の中長期の戦略を構築する。 

当面の対策と中長期の戦略は相互補完的なものとする。すなわち、当面の

対策は、中長期的な方向性を視野に入れ、エネルギー構造の変革を先行実施

する内容とすると同時に、中長期的に効果を発揮する施策であっても、早期

に着手し具体化する。 

 

                                                  
6 参考資料⑥：世界各国の分散型電源システムの確立に向けた動きを参照。（p.32） 
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（３）基本理念３：国民合意の形成に向けた３原則 

 

原則１：「反原発」と「原発推進」の二項対立を乗り越えた国民的議論を展開する。 

 

「反原発」と「原発推進」の二項対立のプロセスは、議論を閉塞
そく

させ専門

家の判断と国民世論の不幸な乖
かい

離を生み出した。 

既存の技術体系からなる原子力発電に関しては、現行計画を白紙から見直

し、その依存度を下げるという方向性は国民全体が共有できるものであると

すれば、この「原発への依存度低減のシナリオを具体化する」という共通テ

ーマで国民的議論を展開する。このことを実りあるエネルギー選択につなげ

る。 

 

原則２：客観的なデータの検証に基づき戦略を検討する。 

 

原子力発電のコスト、再生可能エネルギーの導入可能量等、データに基づ

く客観的な検証を行い、現実的かつ具体的な議論を行う。7 

エネルギー・環境会議に「コスト等試算・検討委員会」（仮称）を設置し

て検討を行い、年末の基本方針の策定に反映する。8 

 

原則３：国民各層との対話を続けながら、革新的エネルギー・環境戦略を構築する。 

 

官邸主導で打ち出す省庁横断的な大きな方向性と、利害関係者も参加した

関係省庁における具体的な制度設計等の検討を有機的に組み合わせる。 

国民各層の意見を聞きながら、国益重視のエネルギー戦略を実現する。 

 

 

                                                  
7 参考資料⑦：発電コスト試算比較を参照。（p.33） 
8 詳細については別紙を参照。（p.21） 
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４．戦略工程 

 

基本理念にのっとり、戦略を具体化するため、以下のとおり、短期・中期・長期の考

え方を明示する。 

 

（１） 短期（今後３年の対応） 

エネルギー構造改革の先行実施。当面は需給安定に全力。 

原発への依存度低減について、国民的議論を深め、対応を決定。 

 

需要構造の改革、効率的で環境性に優れた供給構造の多様化に着手し、電力シス

テム改革もスタートする。同時に、原子力事故・安全対策の徹底検証、原子力行政・

規制等の見直しを行い、原発への依存度低減について、国民的議論を深め、対応を

決定する。 

特に需給が不安定な当面については、当面のエネルギー需給安定策に基づき、ピ

ーク時の電力不足とコストの抑制に取り組み、エネルギー需給の安定に万全を尽く

す。原子力に関しては、安全性が確認できた原子力発電所は活用する。 

需要構造の改革と供給の多様化に向け、今後半年から１年をかけて政策支援と制

度改革を直ちに具体化し、社会の意識改革との相乗効果を狙う。 

 

（２） 中期（2020 年を目指して） 

新システムとベストミックスを目指す。 

 

2020 年までを目途として、分散型のエネルギーシステムの普及促進に取り組む。 

原発への依存度低減も含めた新しいエネルギーベストミックスに基づく戦略実

施を本格化する。 

 

（３） 長期（2020 年から、2030 年又は 2050 年を目指して） 

新たなベストミックスとエネルギーシステムの成果を実現する。 

 

2020 年から、2030 年又は 2050 年をおおむねの目途として、新たなエネルギーベ

ストミックスを実現し、新技術体系を踏まえた新たな電力システムの確立、定着に取

り組む。 
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５．６つの重要課題の論点整理 

 

エネルギーベストミックスの新しい姿を明らかにするためには、省エネルギー、再生

可能エネルギー、資源・燃料、原子力の達成すべき目的（ミッション）と優先課題を、

明確にする。さらに、これらの共通の基盤となる電力システム、エネルギー・環境産業

についての、ミッションと優先課題も明らかにする。 

以下、六つの重要課題について、ミッションと短期・中期・長期の優先課題を示す。 

 

（１）省エネルギー：社会的な意識改革、ライフスタイルの変革とエネルギー需要構造

改革への挑戦 

 

【ミッション】 

 ・生活の快適さや経済成長と両立する、持続可能な省エネルギー実現 

 ・民生、運輸、産業ごとの処方箋の実行 

 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

～短期：技術と製品に裏打ちされた需要家主体のエネルギー需要管理の開始 

・省エネルギー消費（HEMS・BEMS9、高効率空調、LED 照明等の高効率照明等）の

加速 

・省エネルギー投資（省エネルギー住宅・工場・ビルなど）の促進 

・需要家による電力投資（分散型電源、蓄電池、電気自動車等）の促進 

・省エネルギー製品開発・製造の加速 

   ・見える化の促進（スマートグリッド、スマートメーターなど）と料金メニュー

の多様化、これによるライフスタイルの変革 

   ・グリーン・イノベーションにも資する地球温暖化対策のための税の導入 

  

 ～中期：需要家主体のエネルギー需要管理の普及 

・建築物・住宅の省エネルギー化の本格化 

   ・需要家が参加する需給管理システムの普及 

   ・省エネルギー技術開発の加速 

・省エネルギー産業の台頭 

・省エネルギーシステムの海外展開 

 

～長期：グリーン・イノベーションの実現 

   ・新技術に基づく省エネルギー経済社会構造の実現 

・省エネルギー産業の確立 

・課題解決型社会システムの海外展開と国際貢献 

（２）再生可能エネルギー：技術革新と市場拡大による実用性への挑戦 

                                                  
9 HEMS（Home Energy Management System）：住宅のエネルギー管理システム 、BEMS（Building Energy Management 

System）：建物のエネルギー管理システム。 
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【ミッション】 

・コストの持続的低下を促す仕組みを導入し、経済合理性により内外の需要を創造 

・需要家自らが導入する際の選択肢の拡大等、多様な導入手法の確立 

・再生可能エネルギー産業の確立 

 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

～短期：再生可能エネルギーの導入促進により、供給を多様化 

 ・固定価格買取制度の導入と活用   

・立地規制の改革（立地可能地域を拡大・明確化） 

   ・分散型エネルギーシステムの導入促進 

   ・グリーン・イノベーションにも資する地球温暖化対策のための税の導入 

  

～中期：技術革新と市場拡大による導入の加速 

   ・固定価格買取制度の導入活用による市場拡大と価格低下の実現 

 ・再生可能エネルギー技術開発の加速        

・再生可能エネルギーの社会全体への普及 

   ・再生可能エネルギー産業の台頭    

・新たなエネルギーシステムの海外展開 

 

～長期：グリーン・イノベーションの実現 

   ・再生可能エネルギーが持続的に拡大 

  ・新技術に基づく低炭素経済社会構造の実現 

・再生可能エネルギー産業の確立 

・課題解決型社会システムの海外展開、国際貢献 
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（３）資源・燃料：効率的利用、環境性向上による戦略的利用への挑戦 

 

【ミッション】 

 ・化石燃料の効率的利用 

・資源リスクの低減に向けた総合的対応 

・CO2 削減技術開発の加速 

 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

～短期：安定供給と戦略的活用 

・火力発電の高効率化（高効率技術の活用促進）     

・自家発電の活用と電力事業への参入促進等 

・石油・ガス安定供給 

・資源確保戦略の強化（天然ガス、石油、石炭の調達円滑化） 

・リスクに強い供給体制の構築（パイプライン整備、備蓄・供給拠点整備等） 

・グリーン・イノベーションにも資する地球温暖化対策のための税の導入 

  

～中期：クリーン化の加速と戦略的活用      

・CO2 削減技術開発の加速（二酸化炭素回収・貯留（CCS）技術等） 

・天然ガス等の戦略的活用 

・資源開発投資の強化         

・資源確保戦略の強化 

・リスクに強い供給体制の構築（パイプライン整備、備蓄・供給拠点整備等） 

 

～長期：グリーン・イノベーションの実現と国際戦略の推進 

・化石燃料の CO2 削減技術の実用化 

・総合エネルギー企業の育成と海外での事業展開 
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（４）原子力：高い安全性の確保と原発への依存度低減への挑戦 

 

【ミッション】 

・聖域なき検証・検討      

・原子力安全の徹底 

 ・原発への依存度の低減に関する国民的議論を踏まえた対応 

 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

～短期：より高い安全性のもとでの活用と 

原発への依存度低減に関する国民的議論を踏まえた対応の決定 

   ・事故の徹底検証   

   ・既存の原子力発電所の安全対策の徹底とこれに基づく定期点検後の対応 

・損害賠償制度の整備 

・廃炉に関するプロセスの整備 

・原子力事業の徹底検証（国策民営方式の検証と国の関与の在り方） 

   ・原子力の安全行政・安全規制の徹底検証 

   ・原子力政策の徹底検証（バックエンド問題や核燃料サイクル政策等） 

    ・以上を通じて、原発への依存度低減について、国民的議論を深め、対応を決定 

    ・安全を支える技術、人材基盤の強化 

    ・国際機関や諸外国との協調・協力関係の強化 

 

～中期：原発への依存度の低減に関する国民的議論を踏まえた対応 

 ・原子力安全の徹底 

・廃炉の安全かつ着実な実施 

 ・安全を支える技術、人材基盤の強化 

 ・国際機関や諸外国との協調・協力関係の強化 

   

～長期：原発への依存度の低減に関する国民的議論を踏まえた対応 

 ・原子力安全の徹底 

・廃炉の安全かつ着実な実施 

 ・安全を支える技術、人材基盤の強化 

 ・国際機関や諸外国との協調・協力関係の強化 
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（５）電力システム：需給の安定、コスト抑制、リスク管理への持続的挑戦 
 

【ミッション】 

・電力の需給安定とコストの低減 

・分散型電源と需要家による自律的な需要制御の促進 

・原子力リスクの管理の徹底 

・発送電分離を含め、上記３つの目的を達成する上で望ましい電力事業形態の在り方の実現 
 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

  ～短期：旧システムの改革、新たなシステムの先行実施による需給安定、 

コスト上昇回避 

・柔軟な料金メニューの設定と需要家によるピークカットの誘因強化 

  （大口需要家からの率先導入、スマートメーターの導入加速） 

・電力卸売市場の整備、卸取引所の活性化  

・自家発、再生可能エネルギー等多様な電源の参入加速に向けた制度整備 

     （系統運用ルールの見直し等） 

・競争促進や調達改革等によるコスト増加の回避 

    ・送電・配電システムの機能強化に着手（配電網のスマート化、送電網拡充、 

地域間連系強化） 

    ・送電・配電システムの中立性・公平性強化 

・原子力事業の徹底検証（国策民営方式の検証と国の関与の在り方） 
   

～中期：分散型の新たなエネルギーシステムの普及、集権型の旧システムとの共存、競争 

 ・技術革新と競争による供給能力の拡大 

（多様な事業者や需要家が電力事業に参入。電力間を含め競争が本格化）  

・技術革新と価格メカニズムによる需要制御の進展 

（スマート化、蓄電技術と電源小型化により需要家が需給管理に参画。 

ピーク料金が省エネルギー構造転換を加速） 

・送配電システムの機能強化完成（配電網のスマート化、連系送電線強化の 

完成と送電網次世代化への着手） 

・再生可能エネルギーの開発競争の加速 

・公益事業（送配電事業、原子力事業）と競争事業（発電事業、小売事業）を

峻別する制度環境の整備 

・新たなエネルギーシステムの海外展開 
   

～長期：分散型の新たなエネルギーシステムの実現 

・多様な事業者と需要家が参加する安定的で効率的、環境性とリスク対応力に

優れた新たなエネルギーシステムの定着 

・成長著しい世界の電力市場への事業展開 
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（６）エネルギー・環境産業：強靭な産業構造の実現と雇用創出への挑戦 

 

【ミッション】 

・新たなエネルギーシステムの担い手の育成 

・国際競争力ある産業と新しい雇用の創造 

 

【短期、中期、長期の戦略における優先課題】 

 

  ～短期：業態（電気、ガス、熱）を超えた総合エネルギー産業の育成 

   ・エネルギー産業の競争力強化（イノベーション加速、国際展開） 

・再生エネルギー、省エネルギー産業の育成、競争力強化 

   ・新たなエネルギーシステムへの改革と担い手としてのエネルギーベンチャーの育成 

  

～中期：業態（電気、ガス、熱）を超えた総合エネルギー産業の台頭 

   ・業態・地域を超えた合従連携や新規参入の進展 

・国際競争力あるエネルギー産業の台頭 

   ・エネルギーベンチャーの台頭 

  

～長期：新産業と雇用の創出 

   ・新たなエネルギーシステムを支える新たな関連産業群の確立 

   ・エネルギー産業が海外戦略と雇用創出を牽
けん

引 
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６．革新的エネルギー・環境戦略の実現に向けて 

 

（１） エネルギー・環境会議は、この中間的整理を出発点として、関係省庁及び関係機

関と協力して、国民各層と対話しながら、新たなエネルギーのベストミックスの

姿、新たなエネルギーシステムの姿の具体化に向けて議論を本格化する。 

 

（２） すなわち、以下の体制で中間整理の具体化を図り、2011 年末を目途に革新的エ

ネルギー・環境戦略の基本的方針を定める。 

 

・エネルギーベストミックスに関しては、本中間的な整理を踏まえ、まずはコスト

等検証事項の具体化をエネルギー・環境会議の下に分科会を設けて行う。その成

果を踏まえながら、エネルギー・環境会議と総合資源エネルギー調査会等関係機

関が協力して議論を深める。  

・再生可能エネルギーや省エネルギー、化石燃料のクリーン化、電力システム改革

などを支える技術革新に関しては、グリーン・イノベーション戦略としてエネル

ギー・環境会議が検討を行う。 

・電力システムについては、エネルギー・環境会議と総合資源エネルギー調査会等

関係機関が連携して議論を進化する。 

・原子力については、この論点整理を踏まえて、原子力担当大臣の下で具体化する。 

 

（３）年末に策定予定の基本方針を踏まえ、来年のしかるべき時期に、エネルギー・環

境会議において、新たなベストミックス（新エネルギー基本計画）、エネルギー・

環境産業戦略、グリーン・イノベーション戦略からなる革新的エネルギー・環境

戦略を策定する。 


